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統計表の編成と基礎資料

この分野は、賃金、労働時間･雇用水準、就業状態など、雇用保険、労働組合及び職業紹介に関する統計表で編成されている。
賃金に関する統計表としては、工員などの平均賃金、産業大分類別常用労働者の現金給与額に関する統計表などを掲載し、労働時間に関する統計表としては、産業大分類別常用労働者の労働時間指数を掲載した。雇用水準関連としては、常用雇用指数を掲載した。就業状態などに関する統計表としては、就業状態別15歳以上人口、就業希望意識別15歳以上人口の統計表を掲載した。雇用保険関連としては、公共職業安定所における失業保険･雇用保険の受給状況に関する統計表を、労働組合関連としては、産業別労働組合数及び組合員数、労働協約締結状況に関する統計表を、職業紹介関連としては、職業安定所での職業紹介に関する統計表を掲載した。
基礎資料は、戦前の統計表については、『愛知県統計書』及び『名古屋市統計書』である。戦後分は、『名古屋市統計年鑑』、『愛知県統計年鑑』及び『愛知県職業安定年報』などである。この他、毎月勤労統計調査、就業構造基本調査の結果報告書なども利用した。
なお、国勢調査結果のうち労働力状態などに関する統計表は｢1-2人口｣の分野に、労働災害補償保険に関する統計表は、｢2-1福祉｣の分野に掲載した。また勤労者世帯の世帯単位の平均収入は、｢6-9家計｣の分野に掲載されている。
毎月勤労統計調査(指定統計第7号)

産業大分類別常用労働者の1人平均1か月間の現金給与額及び産業大分類別賃金指数･労働時間指数･常用雇用指数の統計表は、この調査による結果である。この調査は、雇用、賃金及び労働時間の月々の変化を把握することを目的として、労働省所管により昭和23年9月から実施されているが、昭和19年7月から内閣統計局により実施された｢毎月勤労統計調査｣を継承したものである。
この調査は、全国甲調査(常雇規模30人以上)、同乙調査(同5～29人)、地方調査(原則として同30人以上)、特別調査(同1～29人)からなり、農林水産業、公務及びサービス業のうち家事サービス、外国公務を除く各産業の事業所を母集団とする標本調査である。ここでの調査結果は、愛知県統計課による地方調査の集計結果であるが、愛知県分の集計結果のみが公表されている。
この調査で、｢現金給与額｣とは、｢きまって支給する給与｣と｢特別に支払われた給与｣の合計額であり、社会保険料、組合費などを差引く以前の総額のことである。このうち、｢きまって支給する給与｣とは、労働協約、団体協約あるいは事業所の給与規則などによってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与のことであって超過勤務手当も含む。｢特別に支払われた給与｣とは、調査期間中に一時的または突発的理由に基づいて、あらかじめ定められた契約や規則などによらないで労働者に現実に支払われた給与、賞与などのことである。年末手当や結婚手当などのように支給条件、支給額が労働協約などによってあらかじめ確定していても、非常にまれに支給されたり、支給事由の発生が不確定なものは｢特別に支払われた給与｣に含める。｢実労働時間数｣とは｢所定内労働時間数｣と｢所定外労働時間数｣との合計であり、調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことである(休憩時間は除かれる)。｢所定内労働時間｣とは、事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との間の休憩時間を除いた実労働時間のことである。｢所定外労働時間｣とは、早出、残業、臨時の呼出、休日出勤などの労働時間数のことである。
｢常用労働者｣とは、次のうちいずれかに該当する労働者のことである。ア　期間を決めず、又は1か月を超える期間を決めて雇われている者。イ　日々又は1か月以内の期間を限って雇われている者のうち、前2か月にそれぞれ18日以上雇われた者。ウ　重役･理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払いを受けている者。
エ　事業主の家族でその事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払いを受けている者。
｢賃金指数｣には、名目賃金指数と実質賃金指数とがある。実質賃金指数は名目賃金指数を消費者物価指数
 (愛知県調査の帰属家賃を除く総合指数)で除して算定された指数で、賃金の購買力(実質賃金)を指数化したものである。実質賃金指数の基準時は5年ごとに改定されるが、本書での基準時は昭和60年平均である。
就集構造基本調査(指定統計第87号)

この調査は国民の就業･不就業の状態及びこれに影響を及ぼす要因を構造的に明らかにするため、昭和31年に現総務庁統計局によって開始された。昭和52年までは3年ごとに7月1日現在で実施されてきたが、54年、57年、62年の調査は10月1日現在で実施されている標本調査である。
この調査では、国勢調査とは異なり、就業･不就業の状態を調査時現在のふだんの状態によってとらえているが、このほか就業日数･時間･収入や有業者･無業者の就業に対する希望意識や1年前からの就業異動などを調査している。62年調査では、全国で選定された約37万世帯及びその世帯員約93万人を調査対象とした。
この調査で、｢有業者｣とは、ふだんの状態として、収入を目的とした仕事を続けており、調査期日以降も続けていくことになっている者及び仕事はもっているが現在は休んでいる者をいう。｢無業者｣とは、ふだん収入を得ることを目的とした仕事をもっていない者をいう。すなわち、ふだん全く仕事をしていない者及び仕事をしてもときたま臨時的にしかしない者をいう。
失業保険･雇用保険

第二次大戦後の混乱期においては失業問題が大きな社会問題であったが、これに対処するため昭和22年に失業保険法が制定された。その後の経済社会状況の変化に対応するため昭和49年に雇用保険法が制定された。失業保険や雇用保険の給付事務は、職業安定所で行われてきた。
労働組合と労働組合員数

労働組合法は昭和24年に公布、施行された。労働者の団結権、団体交渉権について定めている。
ここでの数字は、労働組合法の適用をうける単位労働組合の数字であるが、｢単位労働組合数｣とは、単位組織組合(内部に独自の活動を行いうる下部組織を持たない)と単一組織組合(内部に下部組織を有する)のうちの単位扱い組合をそれぞれ1組合として合計したものであり、｢単一労働組合数｣とは、単位組織組合と単一組織組合の本部をそれぞれ1組合として合計したものである。
職業紹介所の沿革と職業安定業務報告

第-次大戦後、幾多の社会立法がなされる中で、本市でも職業紹介法の公布に先立って、大正9年に名古屋市立職業紹介所が設置された。第二次大戦後においては、職業紹介の事務は労働省の所管となり、公共職業安定所によって行われている。
｢職業安定業務報告｣は、労働省の所管により、職業安定行政の運営のため、労働市場の現状及び時系列推移を観察するものであり、職業紹介業務報告や失業保険業務報告などから構成されている。これらの報告から得られる統計データのうち、愛知県分については『愛知の労働市場』及び『愛知県職業安定年報』などに掲載されている。ここでの数字は、名古屋東職業安定所などの数字であるが、管轄区域が市外に及ぶため、一部市外を含む数字となっている。
この報告で、「一般(労働)｣とは、常用及び臨時･季節の合計をいう。また、｢常用(労働)｣とは、雇用契約において雇用期間の定めのない仕事(労働)又は4か月以上の雇用期間が定められている仕事(季節労働を除く)をいう。
また｢新規求職申込件数｣とは、期間中に新たに受付けた求職申込みの件数をいう。「前月から繰越された有効求職者数｣とは前月末現在において、求職票の有効期限が翌月以降にまたがっている就職未決定の求職者をいう。｢月間有効求職者数｣とは、｢前月から繰越された有効求職者数｣と当月の｢新規求職申込件数｣の合計をいう。
｢新規求人数｣とは、期間中に受付けた求人数(採用予定人員)をいう。｢月間有効求人数｣とは、｢前月から繰越された有効求人数｣と当月の｢新規求人数｣の合計をいう。｢前月から繰越された有効求人数｣とは前月末現在において、求人票の有効期限が翌月以降にまたがっている未充足の求人数をいう。
｢就職件数｣とは、自安定所の有効求職者が、自安定所の紹介あっせんにより就職したことを確認した件数をいい、｢充足数｣とは、自安定所の有効求人が、安定所(求人連絡先の安定所を含む)の紹介あっせんにより求職者と結合した件数をいう。
